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Ⅱ．ネットワーク組織としての学校  2007 年の学校教育法改正によって、副」が設置ったが、これはいわゆる「新 民間企
任ことで、校長のリーダーシップのもと、組営の実現を図ろうというものである。   







 現場におけるネッ 中原淳は、企業の職場で証するため、2008 年、様の正社員 2304 人を対象に受け」、「どのような能力が援調査」を行った８。 この調査で中原は、他者助言・指導である「業務支せる「内省支援」、安らぎの３つに分類した上で、「業務支援」を最も行って支援」は上司、上位者・先場の様々な人から等しく受も行っているのは同僚・同ていないことを明らかにしさらに、能力向上に資すろ、上司による「精神支援先輩による「内省支援」、と「業務支援」が有効であでなく、同僚・同期や部下を使った様々なアプローチ力向上に結びつくというこまた、中原に師事した関施されてきたマンツーマン克服するため、中原の知見「職場メンバーの協力」をワーク型 OJT」を提唱した 筆者（笹田）は、これらぞれの教員が相互に支援しワーク組織としての学校現トワーク型 OJT が学校現いかという仮説を立て、客県総合教育センターで 20に関する調査研究事業におを導入することを提言した 学校現場でのネットワー原・関根の知見から、次の組織としての学校のメリッ員が関わって、相互に情報高め合う、双方向型の OJT
がっても活動自体に知識やノいので、学習成果が散逸しやって指摘されており７、これがら、どのよう ネットワーかが、今後、学校に問われて
トワーク型 OJT 行われている支援の実態を検々な業種に勤める 28～35 才、「誰からどのような支援を向上したか」という「他者支
による支援を、業務に関する援」、気づき・振り返りをさを与えて支える「精神支援」それら支援の頻度について、いるのは上司であり、 内省輩、同僚・同期、部下など職けており、「精神支援」を最期であって、上司は最も行った９。 る支援について分析したとこ」と「内省支援」、上位者・同僚・同期による「内省支援」り、上司や上位者・先輩だけも含めた職場のネットワークが、職場における効果的な能とを実証した１０。 根雅泰は、従来から企業で実式（従来型）OJT の欠点をを取り入れ、OJT 担当者が得て職場全体で行う「ネット
１１。 の知見から、職場全体でそれ合うような OJT が、ネット場でこそ必要だと考え、ネッ場で有効に機能するのではな員教授に任命されている富山
12 年度から開始された OJTいて、ネットワーク型 OJT。 ク型 OJT とは、若林や中図６のように、ネットワークトを活かし、学校の構成員全交換しながら主体的に能力をと定義する。 



























































また、2012 年 10 月には、直接 OJT を受けている 4
名の研究協力員が、自由に話し合う会議を設けた。
図６ ネットワーク型 OJT 
 Ⅳ．富山県総合教育センターにおける調査 富山県総合教育センターの教育研修部でから 2014 年度にかけて「学校におけるな進め方に関する調査研究」を実施した。その目的は、教員個々の資質や能力を
OJTの効果的な進め方を探究することに調査 法として、各年度４校ずつの研し、研究協力員（各校１名）が関わったどのようなものが効果的であったかを検証 １．2012 年度の調査研究 (1)方法 調査対象 小学校・中学校各２校を研究協力校に指名（計 4 名）の若手教員（教員経験２～力員とした。 その上で、年度当初に富山県総合教育者（2012 年度は、筆者である山本）が各訪問し、管理職に調査研究についての説らに、各校の職員会議や研修会において任より、全教職員に対して「OJT についの調査研究の趣旨について」の説明が
OJTについての共通理解が図られた。 調査内容 ➀ OJT取組カード どのような OJT が効果的だったかを検若手教員が「いつ」「誰から」「何についなアドバイスを受け」、「それをどのようを記録するための「OJT 取組カード」をの上で、各校の研究協力員（若手教員）が体験した OJTについて記録するよう依次の図７が「OJT 取組カード」の左半半分である。  図７に見られるように、OJT を行った
 
研究 は 2012 年度






いて「ア 自分が必要だと前に決められていた研修のじて行われた場合」「ウ ３つに区分し、自主的なもしている。  また、図８の右端にあるついての「本人満足度」をで記入する様式となってい
図７ OJT取組カード（左
図８ OJT取組カード（右 ➁ 研究協力校への訪問と 各研究協力校へ筆者（笹し、各校で実施された研修若手教員（研究協力者以外などを対象に、OJTに関す➂ 研究協力校会議と研究 2012 年６月と 12 月の２と、各校の OJT の取組に校で出てきた取組の問題点 また、2012 年 10 月には名の研究協力員が、自由に➃ 研究協力校でのアンケ
感じて行った場合」「イ 事場合、他の教員が必要だと感どちらとも言えない場合」ののか否かを確認できるように
ように、実施された OJT に、「高」「中」「低」の 3 件法る。 
 部分） 
 部分） 
聞き取り調査 田と山本）らが２～４回訪問会などを傍聴するとともに、も含む）や教務主任・管理職る聞き取り調査を行った。 協力員会議 回、研究協力校の教務主任等ついて協議するとともに、各について指導や助言を行った。 、直接 OJT を受けている 4話し合う会議を設けた。 ート調査 
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④　研究協力校でのアンケート調査



























表１　2012 年度 OJT 取組カード集計結果
本人満足度高 同僚 上位者 上司
ア 48 23 30 2
イ 29 22 20 12
ウ 17 11 5 3
計 94 56 55 17
本人満足度中 同僚 上位者 上司
ア 25 11 13 2
イ 19 13 12 5
ウ 2 1 1 0
計 46 25 26 7
本人満足度低 同僚 上位者 上司
ア 0 0 0 0
イ 3 3 1 1
ウ 0 0 0 0
計 3 3 1 1
表１の集計結果から、「本人満足度」「高」の OJT の




























































































また、2013 年 10 月には、これも前年度と同じく、4
名の研究協力員が話し合う会議を設けた。
④　研究協力校でのアンケート調査











高 中 低 高 中 低 高 中 低
小
a 教諭 4 11 0 10 13 1 0 0 0 39
b 教諭 8 5 0 7 5 2 0 1 0 28
c 教諭 3 1 0 8 4 0 1 0 0 17
中
d 教諭 30 6 0 5 2 0 6 1 0 50
e 教諭 6 3 0 6 0 0 11 0 0 26
f 教諭 12 2 0 7 3 0 6 1 0 31
g 教諭 4 0 0 14 0 0 7 0 0 25
高 h 教諭 13 3 0 5 3 1 4 0 0 29






































































































2013 年度の課題としては、まず、先輩教員の OJT へ
の意識を変えていくことが挙げられる。























































































































































(a) 若手、(b) ミドル、(c) ベテランの各層の結果













・OJT はすぐに担任となっ 初任者にとって勉強になっただけでなく、異動してきたばかりの教員にとっても効果的であった ・若手にとっては、ミドルの存在が安心感となり、思い切って仕事に取り組むことができ、ミドルにとっては、若手に教えることで、初心に立ち返り、基本的事項を再確認することができた ・ミドルが生徒の主体的・協働的な学びを深める指導法し、それに基づいて教員同士が意見交換教員の指導力向上だけでなく、ベテランがるということがわかった 
  のアンケート調査 ト調査におけるネットワーク型 OJTの効果を示す指標となる項目について変容が見られた教員の割合を、次の図９に示した。 なお、図中の棒グラフの「なった」はアンケートの「そうなった」と「少しそうなった」を加えた度数の割合を、「ならなかった」は「あまりならなかった」と「ならなかった」を加えた度数の割合を示したものである。 ラフの右側には、回答した度数の合計が                            





(a) 若 手 































・OJT はすぐに担任となった初任者にとって勉強になっただけでなく、異動してきたばかりの教員にとっても効果的 あった ・若手にとっては、ミドルの存在が安心感となり、思い切って仕事に取り組むことができ、ミドルにとっては、若手に教えることで、初心に立ち返り、基本的事項を再確認することができた ・ミドルが生徒の主体的・協働的な学びを深める指導法について提案し、それに基づいて教員同士が意見交換することは、教員の指導力向上だけでなく、ベテランの意識向上につながるということがわかった 
 ④ 研究協力校でのアンケート調査 まず、アンケート調査におけるネットワーク型 OJTの効果を示す指標となる項目について変容が見られた教員の割合を、次の図９に示した。 なお、図中の棒グラフの「なった」はアンケートの「そうなった」と「少しそうなった」を加えた度数の割合を、「ならなかった」は あまりならなかった」と「ならなかった」を加えた度数の割合を示したものである。 また、各棒グラフの右側には、回答した度数の合計が示してある。                            





(a) 若 手 




















































































  若手へのアンケートでは、共通項目の他に、「ミドルやベテランに相談するようになったか」「ミドルやベテランから相談されるようになったか」を尋ねた。研究協力校となった高等学校には若手がいないため校種校、中学校のみである。 結果は、「相談するようになった」割合が小学学校で 90％近くを占めた。また、「相談される」割合も小学校で 60％、中学校で 50％を超えた。  ミドルへのアンケートでは、共通項目の他に、「ベテランに相談するようになったか」「ベテランから相談されるようになったか」「若手 ら相談されるようになったか」「若手に相談するようになったか」「若手を育成しようと意識するようになったか」「数年後に学校の中核を担うようになると意識するようになったか」「若手とベテランのパイプ役になろうと意識するようになったか」を尋ねた。高等学校には若手がいないため、ミドルと若手の関係については、小学校、中学校のみの結果である。  結果は小学校、中学校ともに、すべての項目で 50％を超えた。特に小学校では４つの項目で 100％であり、残りの項目「パイプ役になる」「若手を育成しようとする」「ベテランから相談される」においても 80％を超えた。 ベテランへのアンケートでは、共通項目の他に、「若手やミドルから相談されるようになったか」「若手やミドルに相談するようになったか」「若手やミドルを育成しようと意識するようになったか」「若手やミドルから学ぼうと意識するようになったか」を尋ねた。  結果は、小学校、中学校において、すべての項目で








































































年度と 2014 年度の２年間、「学校における OJT の効果
的な進め方に関する調査研究」の研究協力校に指定され




















につながったと考えられる。  ベテランも、学校の活性化を問う全てを超えている。中学校や高等学校では、研ドルの活躍に刺激を受け、意欲が向上しくいた。ミドル層がパイプ役となることとベテランの意識が大きく変容したと言え 
(3) 考察  2014 年度は、過去２年間の調査研究をた、「学校の実態に応じた OJT を各校またミドル層が主体的に OJT に関わる性化するのではないか」について、研究ケート調査結果と、「OJT 取組カード」返りカード」などを基に検証した。  研究協力校でのアンケート調査により意識、意欲が向上した教員の割合が 50％また「OJT 取組カード」や「OJT 振り返おける記述、研究協力校での聞き取り調査出された、「OJT により学校が活性化的に他世代から学ぼうとするようになっの意識が高まった」「互いのよさを認め合た」「学び合う姿勢が見られた」などの意１の「学校の実態に応じて、意図的、計取り組むことで、学校が活性化（協働性欲の向上）する」は検証されたと考えられまた、アンケート調査の結果だけでなき取り調査や、研究協力校会議・研究協力見られた「ミドルである自分が中心となり組めた」「若手にとっては、ミドルの存なり、思い切って仕事に取り組むことがルからの提案が、ベテランの意識向上に結いった趣旨の意見から、仮説２の「ミドル関わることで、ネットワーク型 OJT が効学校が活性化する」も、検証されたと判断 今回、間もなく学校の中核を担ってい体的に関わる OJT の取組について、そ検証を行った結果、以下の２点が明らかは、ミドル層が主体的に関わることで、画意識が向上しただけでなく、若手やベ意欲の向上に結びついたこと。二つ目はイプ役となることで、若手も積極的な関くのベテランが、若手育成 自身の学びたことである。  さらに、アンケート記述や聞き取り調査研究協力校による OJT の取組は、個々けでなく、教員同士が世代を超えて、認合ったりすることにつながることがわか態に応じてミドル層が主体となる OJTに高め合う人材育成の仕組みが成り立っう。 
の項目で 70％究協力員のミたベテランが多で、多くの若手る。 
経て見えてきが工夫すること、ことで学校が活協力校でのアン、「OJT 振り
、協働性、参画を超えたこと、りカード」にや各種会議でされた」「積極た」「若手育成うようになっ見から、仮説画的に OJT に、参画意識、意る。 く、各校での聞員会議などでって OJT に取在が安心感とできた」「ミドびついた」と層が主体的に果的 機能し、できる  くミドル層が主の効果に関するになった。一つミドル自身の参テランの意識、、ミドル層がパわりを見せ、多に意欲的になっ
などから、各の教員の学びだめ合 たり学びった。学校の実によって、互いたと言えるだろ
 Ⅴ．おわりに 
 １． Ａ小学校の事例 ここまで、富山県総合教
2014 年度にかけて実施され果的な進め方に関する調査行っ きたが、紙面の都合ついては触れてこなかったそこで最後に、ネットワれたＡ小学校の事例についＡ小学校は、各学年３2013 年度と 2014 年度のの効果的な進め方に関する指定された。特に２年目
OJT を記録することを通組を組織的に継続することし、OJTの目標とした。 
(1)  では、管理職2013 年度から研修組織の 
図 11 学年を中心とした 本来、小学校では、ベを中心に、ミドル層や若手日常的に情報交換や、OJれており、図 11 のようにに強い（中学校や高等学校Ａ小学校では従来、校てきたが、こうした学校組な研修組織をつくった。この組織は「年代別部若手部会（教員経験１～会（５年目～主任になる３つの部会に区分された 




T による業務の伝達が行わ学年ごとのまとまりが非常でも同様の傾向あり）。 内研修も学年ごとに行われ織に風穴を開けるべく、新 会」と呼ばれ、教員集団は、４年目）、ミドルリーダー部まで）、主任リーダー部会の（図 12）。 









































































図 12 Ａ小学校の「年代別部会」 
  この「年代別部会」で実施される研修通りである。 若手部会：授業研究（特に、授業技術中心ミドルリーダー部会：授業研究（特に、子主任リーダ 部会：学年経営方針や、伝承資質・能力に関する協 若手部会とミドルリーダー部会では、教シリテーター的な役割を担い、主任リー学校全体や各学年でどのような OJT を展きかが協議された。 また、2014 年度は「OJT 企画案」でに、教務主任が行事における OJT や、した OJT を記録して振り返りを行った今まで何となく実践していた OJT を意うになり、校内で OJTに対する共通理
 










  本稿の「Ⅱ」で、学校はると述べたが、Ａ小学校で行うことによって、従来希深められ、より強固なネッ このような組織を構築しるようなネットワーク型 O。 「OJT 取組カードルやベテランに指導を求う姿が日常的になった」「若という明確なミッションがが出た」などの記述が見ら調査では、ミドル層から「が強まった」「間もなく学ことを自然と意識するようもに、「研修体制を縦のつ変えただけなので、負担はな研修ができた」という証 本稿の「Ⅱ」で述べた若組織のデメリットとして、②学習効果が散逸しやすい小 校では OJT を記録す員が異動で入れ替わってもなった。  逆に、ネットワーク組織フラットで柔軟な組織構造体的なネットワーキングがては、年代別部会という、たことで、特に若手教員が主体的に研修に取り組める
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学校現場におけるネットワーク型OJTの実践
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